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「東日本大震災後の仕事と生活の調和 （ワーク・ライフ・バランス）」 

に関する調査報告書について 

● 半数弱の企業が、震災以前に比べ 2011 年夏には「働き方の見直し」を新たに実施、または適用拡大した。

その後 2012 年夏も同様レベルでの実施やさらに取組を進めている企業が大半である。 

● 震災前に比べて働き方の見直しを進める必要性に関し、経営トップや管理職の理解・協力が進んだとす

る企業が多数（それぞれ 7割）。 

● 東日本大震災をきっかけにした働く人の意識変化について調査し、生活面に留まらず「家庭やプライベ

ートの時間を確保できる働き方」、「時間効率」などに関しても意識が変化していたことや、勤務先の説明

状況により時間の使い方やスキル向上に関する意識の変化に差が見られること等が明らかになった。 

１ 調査目的 

  東日本大震災による節電の影響により、多くの企業が働き方の見直しを行うこととなった。このような

節電前後の時期における企業の対応変化や働く個人の意識変化等を把握・分析することにより、働き方の

見直しに関する様々な課題等を明らかし、今後の検討に資することを目的に実施した。 

２ 調査概要 

 （１）企業調査 （郵送調査・平成 24 年 7 月下旬～9 月上旬実施） 3,000 社（回答率 30.3％） 

      一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、大阪府に本社をもつ従業員規模 300 人以上の株式会社を対象 

（２）個人調査 （インターネット調査・平成 24 年 10 月下旬実施）2,299 名 

      一都三県および大阪府で勤務する男女で、企業調査と同様条件の企業に雇用され勤続 2 年以上の者を対象 

（３）企業ヒアリング調査 （平成 24 年 10 月～平成 25 年 3 月） 10 社 

３ 今回の調査のポイント  

（１）震災・節電をきっかけとした「働き方見直し」の取組とその後の状況 

（１）－① 2011 年夏に、震災前と比べて「働き方見直し」を進めた企業は約半数  

・内容としては、「勤務日の変更」「残業削減」「勤務時間帯の変更」が多かった。（報告書 p3） 

■震災前から取組が進んだ企業    ■震災前に比べて 2011 年夏期に取組を進めた企業数 
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※「取組が進んだ」とは、震災前に比べて新たに制度を

導入した、または適用範囲を拡大したことをさす。 

進んだ取組はない

52.4%

何らかの取組が

進んだ  47.6%

n=909

※「仕事の見える化」について、本調査票では、 

「情報共有、仕事の標準化、マニュアル化など」と例示し、回答を得た。 
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（１）－② 2011 年夏以降も、「働き方見直し」取組の一部は更に進む  

・2011 年夏に進んだ取組の 2012 年夏の状況では、「働き方見直しの推進組織の設置」「仕事の見え

る化」「時間管理意識の向上」は『より進んだ』と回答した企業が多い。 

「時間管理意識の向上」「有給休暇の取得促進」「特別休暇の制度拡充」等は 6～7割の企業が『同

レベル』と回答、「勤務日の変更」「勤務時間帯の変更」は『止めた』とする回答が多い。（報告書 p5） 

 

■2011 年夏期に進んだ取組が 2012 年夏期にどうなったか 
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（１）－③ 2011 年夏以降、更に進めた取組の多くは、「生産性向上」や「コスト削減」が目的  

・2012 年夏も前年と同程度以上の取組みを行っている企業の、取組と主な実施理由をみると、取組によって

違いが見られる。「残業削減」、「時間管理意識の向上」「仕事の見える化」などは、『生産性向上』や『コスト

削減』を目的に上げた企業が多く、「有給休暇の取得促進」、「特別休暇の制度拡充」などは、『ワーク・ライ

フ・バランス』や『ダイバーシティ推進』を目的とした企業が多い。（報告書 p4） 
 
■ 2012 年夏に 2011 年夏と同等以上の取組を行っている理由 

 

 

（１）－④ 震災前と比べ、「働き方見直し」の必要性について、トップや管理職の理解・協力が進む 

・震災前と比べ、「経営トップの理解・協力」や「管理職の理解・協力」については、『理解・協力が進んだ、

やや進んだ』と回答した企業が 7 割弱を占める（66.9％、67.1％）。一方、「取引先の理解・協力」は他項目

より『進んだ』との回答が少なく、『どちらともいえない』が 6 割を占める（60.6％）。  （報告書 p31） 
 

■「働き方の見直しに関する取組」の必要性に対する、理解や協力の変化 
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（２）働き方見直しに関する、企業および個人の評価 

（２）－① 「働き方見直し」の取組の一部は、震災や節電の緊急時に貢献 （企業の評価）  

・震災前から働き方見直しに取り組んでいた企業に質問。「残業削減」「時間管理意識の向上」「仕事の

見える化」等で、『やっていてよかった』との回答が多い。一方、『やっておけばよかった』との回答

が最も多いのは、「勤務場所の柔軟化」である。これらの取組が、緊急時にもプラスになると実感さ

れたことが伺える。（報告書 p6） 

 

（２）－② 「有給取得促進」は「プラス」、「勤務日の変更」は「マイナス」（個人の評価）  

・2011 年夏に適用された取組について質問。「特別休暇の制度拡充」「有給休暇の取得促進」では肯定的

な評価をする人が多いが、「勤務日の変更」や「勤務時間のシフト」では否定的な評価もみられる。 
（報告書 p7） 

                ■2011 年夏期取組に対する評価（個人調査） 
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（２）－③ 会社の説明が個人の意識変化にも影響を及ぼしている  

・回答者全体でみると、約 3 割（28.1％）が自身の働き方に対する意識が変化したと答えていることにな

り、2011 年夏期の取組によって、3 人に 1 人は働き方についての意識が変化したと考えられる。 

（報告書 p56） 

■ 2011 年夏期の取組に対する、会社からの説明の有無と意識の変化（全数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・震災後の取組について会社から「働き方の見直しをも含むとの説明を受け自身の意識も変化した」人の

回答状況を見ると「家族やプライベートの時間も確保できる生き方にしたい」「時間効率を意識するよう

になった」「今の勤務先以外でも仕事ができるようスキルを身につけたい」等とあった。（報告書 p64） 

■会社からの説明状況と、働き方に関する意識変化（複数回答） 
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（参考１） 震災後の影響や社会の変化による、働き方に対する意識の変化（複数回答） 
 

・東日本大震災の影響やその後の社会の変化によって、全体で約 6 割（55.6％）の人は何らか意識が変

化したと答えている。家庭やプライベートの時間も確保できる働き方にしたい」という回答が最も多

く、次いで「家の近くで働きたいと考えるようになった」「時間効率を意識するようになった」が続く。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
（３）震災やその後の社会変化と、個人の意識の変化 （働き方、生活） 

東日本大震災等で影響を受けた人は、生活面だけではなく仕事面の意識も高まる  

・東日本大震災等で何らかの影響を受けた人では、受けなかった人に比べて「働き方」や「普段の生活」に

対する意識の変化があった人の割合が高い。（報告書 p8） 

■震災の経験と働き方に対する意識の変化（複数回答）   

■震災の経験と普段の生活に対する意識の変化（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

震災または原発事故で何らかの影響を受けた  n=1,293
震災または原発事故の影響は受けていない  n=1,006

0 10 20 30 40 50
(%)

家族をより大切に思うように
なった

自分の健康を大切にしたいと
思うようになった

今の生活の幸せをより強く意
識するようになった

人と人との絆を大切に思うよ
うになった

社会の役に立つ仕事をしたい
と思うようになった

ボランティア等で社会に貢献
したいと思うようになった

その他

特に変化はない

41.5

35.1

35.0

33.3

19.7

14.8

0.7

21.7

28.1

19.2

17.4

20.3

8.4

6.0

0.2

49.4

震災または原発事故で何らかの影響を受けた  n=1,293
震災または原発事故の影響は受けていない  n=1,006

0 10 20 30 40 50 60
(%)

家庭やプライベートの時間も
確保できる働き方にしたい

家の近くで働きたいと考える
ようになった

時間効率を意識するようにな
った

仕事で十分な収入を得ること
が大事だと考えた

今の勤務先以外でも仕事がで
きるスキルを身につけたい

より社会の役に立つ仕事をし
たいと考えるようになった

より会社に貢献する仕事がし
たいと考えるようになった

より責任のある仕事をしたい
と考えるようになった

その他

特に変化はない

31.5

24.4

22.4

18.6

16.2

11.5

5.0

4.6

0.8

30.6

15.3

13.3

10.1

9.0

7.7

3.7

3.3

2.2

0.0

62.0

「影響を受けた」人の方が 

「意識が変化した」との 

回答が多い 

「影響を受けた」人の方が 

「意識が変化した」との 

回答が多い 

ＴＯＴＡＬ  n=2,299

0 10 20 30 40 50
(%)

家庭やプライベートの時間も
確保できる働き方にしたい

家の近くで働きたいと考える
ようになった

時間効率を意識するようにな
った

仕事で十分な収入を得ること
が大事だと考えた

今の勤務先以外でも仕事がで
きるスキルを身につけたい

より社会の役に立つ仕事をし
たいと考えるようになった

より会社に貢献する仕事がし
たいと考えるようになった

より責任のある仕事をしたい
と考えるようになった

その他

特に変化はない

24.4

19.6

17.1

14.4

12.4

8.1

4.3

3.5

0.4

44.4

※全体（100％）から、「特に変化はない

（44.4％）」を引いた数が、何らかの変化

のあった人（55.6％）となる。 
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（４）「働き方見直し」に関する課題 

働き方見直しの最大の課題は、企業では「要員不足」、個人では「風土と意識」  

 
・「働き方見直し」の課題について、企業では「要員不足」や「運用の負担」との回答が多く、働く人では、

「職場の風土」や「自分自身、トップ、上司の意識」が多い。（報告書 p38、p72） 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

■ 自身の働き方の見直しを進めるために必要なこと（個人・複数回答） 

 
                         
                           
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＴＯＴＡＬ  n=2,299

0 10 20 30 40 50
(%)

職場の風土が変わること

自分自身が強く意識すること

会社のトップの意識が変わる
こと

上司の意識が変わること

一人当たり業務量が削減され
ること

人事部等が積極的に取り組む
こと（情報発信等）

社会全体の風潮が変化するこ
と

勤務制度や規則が変わること

子育てや介護と仕事との両立
を支援する制度の拡充

取引先や顧客の理解が進むこ
と

過度な品質追求を見直すこと

家族の意識が変わること

その他

そもそも働き方を見直す必要
を感じない

44.8

43.8

42.5

42.2

26.9

23.6

22.2

20.6

11.2

9.7

9.0

2.2

1.0

8.7

ＴＯＴＡＬ  n=909

0

10

20

30

40

50

60
(%)

50.4

45.2

33.3 31.9 31.8

26.4
24.2

21.7
16.9 16.3

13.3

3.1 3.6
6.1

■ 働き方の見直し推進にあたっての課題（企業・複数回答）

業
務
量
に
対
す
る
要
員
が
不
足
し

て
い
る

勤
務
管
理
の
複
雑
化
な
ど
運
用
に

負
荷
が
か
か
る

長
時
間
労
働
を
当
た
り
前
に
思
う

風
潮
が
か
わ
ら
な
い

イ
ン
フ
ラ
整
備
や
制
度
導
入
に
コ

ス
ト
が
か
か
る

働
き
方
の
見
直
し
に
関
す
る
取
組

方
法
、
ノ
ウ
ハ
ウ
が
不
足

就
業
規
則
や
労
使
協
定
の
変
更
等

の
手
続
き
に
負
荷
が
か
か
る

社
会
サー

ビ
ス（

土
日
や
夜
間
の

保
育
等）

が
不
足
し
て
い
る

取
引
先
の
理
解
を
得
ら
れ
な
い

管
理
職
か
ら
理
解
を
得
ら
れ
な
い

経
営
ト
ッ
プ
の
強
い
コ
ミ
ッ
ト
メ

ン
ト
が
不
足
し
て
い
る

一
般
社
員
の
理
解
を
得
ら
れ
な
い

そ
の
他

そ
も
そ
も
働
き
方
を
見
直
す
必
要

は
な
い

無
回
答

働く人が課題として多く挙げたのは 
・職場の風土 
・自分自身の意識 
・トップの意識 
・上司の意識 

企業が課題として多く挙げたのは 
・業務量に対する要員不足 
・運用の負担（勤務管理の複雑化等） 
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（参考２）電力供給状況の違いにみる、震災以前から 2011 年夏期への取組状況の変化 

 
東京電力からの電力供給の有無で違いをみると、「東京電力からの電力供給を受けている事業所はない（計画

停電の影響を受けていない）」企業においても、4 社に 1 社の割合で取組が進んでいる一方（26.6％）、「東京電

力からの電力供給を受けている事業所がある」企業では半数近く（48.6％）で取組が進んでいる。 
（報告書ｐ23） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（参考３）震災等で受けた影響（勤務先の所在地別・複数回答） 
 ・首都圏に勤めている人の 4 割以上（44.0％）は、「震災当日、帰宅にかなりの時間がかかった」と回答して

いる。また「震災当日、家族や大切な人と連絡が取れなかった」人も 4 人に 1 人（25.9％）となっている。 
 （報告書ｐ45） 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(%)

震災当日、帰宅にかなりの時
間がかかった

震災当日、家族や大切な人と
連絡が取れなかった

自分または家族の会社や取引
先が被災した

親族や親しい人が、被災した

旅行や出張等で被災地に滞在
しており強い地震を体験

自宅が被災し、通常の生活が
できなくなった

その他

特にない

37.7

22.5

15.2

9.9

2.3

1.5

1.7

43.8

44.0

25.9

15.5

10.3

2.3

1.6

2.0

38.2

3.1

3.7

13.6

7.7

2.6

0.6

0.0

74.4

いずれか１つの取
組が進んだ

２つ以上の取組が
進んだ

進んだ取組はない

(%)

東京電力からの電力供給を受
けている事業所がある

東京電力から電力供給を受け
ている事業所はない

ｻﾝﾌﾟﾙ数

817

30

31.0

23.3

17.6

3.3

51.4

73.3

計 48.6％

計 26.6％ 

首都圏に勤めている人の多く

は、帰宅困難や、家族等と連

絡が取れない経験をしている 

ＴＯＴＡＬ  n=2,299

大阪府  n=352

首都圏  n=1,947

ＴＯＴＡＬ  n=2,299


